
平成30年度第1回
福岡県アレルギー疾患医療連絡協議会（2018.12.26）

（1） アレルギー疾患対策の現状について

日本アレルギー学会 顧問・名誉会員
同・アレルギー疾患対策基本法・対策室長

西間 三馨

（2017年6月アレルギー疾患対策基本法指針等に関する担当者会議
にて使用したものに追加修正）



代表的アレルギー疾患

１．気管支喘息
２．アレルギー性鼻炎（花粉症）
３．アレルギー性結膜炎
４．アトピー性皮膚炎
５．蕁麻疹
（６．食物アレルギー）
（７．アナフィラキシー）



アレルギー疾患は乳幼児から高齢者まで国民の約2
～3人に1人が何らかのアレルギー疾患を有している。

アレルギー疾患を有する者は、複数の疾病を合併す
ることも多く、しばしば発症、増悪、軽快、寛解、再燃を
不定期に繰り返し、症状の悪化や治療のための通院
や入院でのＱＯＬの低下をきたす。

アレルギー疾患の治療管理は、各アレルギー疾患へ
の横断的な視点と、乳児～青少年～中高年～高齢者
という縦のライフサイクルを見据えた診療能力を有す
る、いわゆる総合的アレルギー診療ができる施設と専
門医の存在が必要である。
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※本図はアレルギー疾患の発症・寛解を図示したもので「再発」については示していない( 2010 改編図)。
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アレルギーは全身疾患として診るべきです

疾病

アレルギー性
鼻炎

喘息

アトピー性
皮膚炎

消化器

アレルギー性結膜疾患 副鼻腔炎

フルーツラテックス症候群
口腔アレルギー症候群

蕁麻疹

薬疹

接触皮膚炎

食物アレルギー

アナフィラキシー



日本におけるアレルギー疾患の年齢
別分布、及び世界との有症率の比較
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ISAAC質問紙法による1年以内のアトピー性皮膚炎症状の有症率

1995年、ISAAC(International Study of Asthma and Allergies in Childhood)による調査。
日本の調査地点は福岡。 印は各調査地点の有症率で1地点の対象は平均3,000人。
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大阪
8,043 愛知

5,721

鳥取
3,059

高知
7,094

福岡
7,691

南九州・沖縄
5,847

子どもの健康と環境に関する全国調査
（エコチル調査）

・環境要因が子どもの健康に与える影響を明らかにする。

一 特に化学物質の曝露や生活環境が、胎児期から小児期
にわたる子どもの健康にどのような影響を与えているのかに
ついて明らかにし、化学物質等の適切なリスク管理体制の
構築につなげる。

・2011年から開始して、子どもが13歳に達するまで
追跡調査を実施

http://www.env.go.jp/chemi/ceh/index.html



アレルギー疾患対策は、生活の仕方や生
活環境の改善、アレルギー疾患医療の質
の向上及び提供体制の設備、国民がアレ
ルギー疾患に関し適切な情報を入手でき
る体制の整備、生活の質の維持向上のた
めの支援を受けることができる体制の整
備、アレルギー疾患に係る研究の推進並
びに研究等の成果の普及し、活用し、発
展させることを基本理念として行われなけ
ればならない。



各アレルギー疾患の標準的治
療・管理と、その現状と将来



成人気管支喘息
GL

小児気管支喘息
GL

アトピー性皮膚炎
GL

アレルギー性鼻炎
GL

アレルギー性
結膜炎GL

食物アレルギー
GL

蕁麻疹
GL

接触性皮膚炎
GL

薬 疹
GL

ラテックス
アレルギー GL

職業性アレルギー疾患

アナフィラキシー
GL

（2019年改訂発刊予定）



気管支喘息





（アレルギー総合ガイドライン 2016）



（喘息予防・管理ガイドライン 2018）



気管支喘息（BA）の現状と将来

１．小児の喘息有症率の上昇はプラトーに達した

２．小児の喘息死はほぼ零となった。喘息死の90％は高齢者

３．第３回の喘息死の流行はなさそう

４．乳幼児の診断治療の困難さは続く

５．吸入ステロイド薬（ICS）の普及はQOLの面からは不十分。ＩＣＳ／ＬＡＢＡの

シェアは増加

６．ICSは有症率の低下はもたらす？

７．ICSの至適用量の再検討、ステップダウン方法、使い分けの提示が必要

８. 成人におけるＬＡＭＡの位置付けとＡＣＯ（Ｓ）への対応

９． 低年齢発症、成人再発が今後の課題

10 抗IgE抗体療法は重症難治型に極めて有用。生物学的製剤の使いわけは？

11.  免疫療法への積極的取組み

12. アレルギー疾患全体を長期にわたり診療・研究できる体制作り が必要

（アレルギー疾患対策基本法の積極的活用を！）

（2018.8）
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喘息重症度別疾病負担
（ECRHS Ⅱ）

S. Accordini, et al.: Allergy 63: 116–124, 2008より作図
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ECRHS: European Community Respiratory Health Survey

1999-2002年に1,152名の成人喘息患者をECRHS Ⅱに組み入れ、社会経済的な負荷（過去12ヵ月における活動日の減少、病院利
用）を調査した

No burden：過去12ヵ月において、生産性やレジャー時間の損失が無く、病院利用が無い，Light burden：過去12ヵ月において、生産性やレジャー時間の損失
が存在するが、病院利用は無い，Heavy burden：過去12ヵ月において、生産性やレジャー時間の損失が大いにあり、病院利用することもある







代表的なスペーサー

エアロチャンバー・プラス
フローインジケータ付き®

ボアテックス®オプテチャンバーダイアモンド®
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食物アレルギー
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図6. 食物アレルギーの患者数は経時的に増加しています

【調査概要】
調査対象：平成26年10月に東京都内区市町村で実施した3歳児健康診査の受診者およびその保護者3,435名（有効回答率41.0％）
調査方法：区市町村に協力を依頼し、3歳児健康診査の会場で無記名による自記式調査票を保護者8,383名に配布し、郵送にて回収を行った。

なお、基本属性、アレルギー疾患の状況、通所（園）状況、アレルギー疾患対策に関する要望を調査項目とした。
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東京都福祉保健局：「アレルギー疾患に関する３歳児全都調査（平成21年度および26年度）報告書」 平成22年3月および27年3月より作図



図7.





■ アレルギー疾患の理解と正確な情報の
把握・共有
・「ガイドライン」、「学校生活管理指導表」 活用の徹底

■ 日常の取組と事故予防
・組織対応による事故予防

■ 緊急時の対応
・研修会・訓練等の実施

・体制の整備

学校におけるアレルギー疾患対応の三つの柱

文部科学省 ・（公財）日本学校保健会



調布市の事故調査報告書より

調布市立学校児童死亡事故検証結果報告書

調布市食物アレルギー事故再発防止検討結果報告書



■エピペンの取り扱いの変化
H18 自己注射薬

H20 学校における緊急時の注射

H21 救急救命士に業務における注射

H23 保育所における緊急時の注射

保険適応

H24 剤形の変更



消化器の症状 ・繰り返し吐き続ける ・持続する強い（がまんできない）おなかの痛み

呼吸器の症状
・のどや胸が締め付けられる ・声がかすれる ・犬が吠えるような咳

・持続する強い咳込み ・ゼーゼーする呼吸 ・息がしにくい

全身の症状
・唇や爪が青白い ・脈を触れにくい・不規則

・意識がもうろうとしている ・ぐったりしている ・尿や便を漏らす

エピペン®が処方されている患者でアナフィラキシーショックを疑う場合、

下記の症状が一つでもあれば使用すべきである。

一般向けエピペン®の適応（日本小児アレルギー学会）

当学会としてエピペン®の適応の患者さん・保護者の方への説明、今後作成される保育所（園）・幼稚園・学校などのアレルギー・ア

ナフィラキシー対応のガイドライン、マニュアルはすべてこれに準拠することを基本とします。



（表2.）

食物アレルギー発症予防における現在（小児アレルギー学会「食物アレルギー診療ガイドライン2016」）のコメント



（平成29年度 アレルギー電話相談事業 実績報告）



（平成29年度 アレルギー電話相談事業 実績報告）



アレルギー性鼻炎



正常 花粉症 通年性鼻炎

（千葉大学 Ｄｒ．米倉）
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国内アレルギー性鼻炎患者の労働生産性の
低下による経済的損失

平均収入（月） 296,700円/月 日本人平均収入

平均収入（日） 15,048円/月
（297,00円/月×12カ月）/実質労働
日数（47.5週×週5日）

労働時間の
損失

合計12.74日/年
欠勤（3.57/年）+労働生産性の低下
（2.3時間/日×（52.5日間**－欠勤）
×実質労働日数*

アレルギー性
鼻炎労働者

一人当たりの
経済的損失

191,783円/年 15,048円/日×12.74日/年

*：実質労働日数は、祝日14日、平均年次休暇日数8.6日～、年47.5週、週5日労働と仮定
**：アレルギー性鼻炎患者の年間平均罹患日数





薬 剤 シダトレンⓇ シダキュアⓇ ミテイキュアⓇ アシテアⓇ

剤 型

抗原量

保持時間

副作用

重 篤

舌下液

200JAU

2,000JAU

2分間

36/266例

13.5%

頻度不明

舌下錠

2,000JAU

5,000JAU

1分間

394/783例

50.3％

頻度不明

舌下錠

3,300JAU

10,000JAU

1分間

399/627例

63.6%

頻度不明

舌下錠

19,000JAU

57,000JAU

溶解するまで（約2分）

673/985例

68.3%

1~5%未満

表5.舌下免疫療法薬の比較

各薬剤の添付文書より引用改変
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ダニ免疫療法の有効性の比較（アレルギー性鼻炎）

SCIT vs SLIT

JACI Prac 2015;3:843-55



アレルギー性鼻炎（AR）の現状と将来

１．有症率は全年齢で急上昇している

２．スギ・ヒノキ花粉によるAR, ACの増加が著しい

３．花粉症は良くならない？

４. 花粉症対策は本腰を入れて国策として着実、かつ

総合的にすべき

５．抗ヒスタミン薬は第２世代（非鎮静性）に移っている

６. 血管収縮薬との合剤の意義は？

７．ロイコトリエン受容体拮抗薬がよく使用されている

８．新しい鼻用吸入ステロイド薬は効力を増している

９．喘息との関連が深い

10．舌下免疫療法の使用方法、とくに期間と剤型は？

ダニの免疫療法は慎重に

（2017.2）



アトピー性皮膚炎







（アレルギー総合ガイドライン 2016）
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アトピー性皮膚炎（AD）の現状と将来

１．学童のADの有症率は低下傾向。乳幼児は増加（？）

２．食物アレルギーの関与メカニズムが不明

３．食物によるアナフィラキシーショックは増加

４．ステロイド忌避は鎮静化

５．タクロリムスの治療上の位置付は高くなっている。

６. シクロスポリンが成人でかなり使われ始めている。

７. proactive 療法の評価が上っている。

８．抗ヒスタミン薬は第２世代（非鎮静性）に

９．止痒薬の登場はいつか？

10．1.5歳の有症率低下の解析。成人再発率はかなりある

11. 幼稚園、学校における対策の進展

12. 早期スキンケアはアレルギーマーチを阻止できるか？

13. 生物学的製剤の導入で重症ＡＤは激変？

（2018.12）



法律が必要であった背景



アレルギー領域の直面していた課題

・アレルギー専門医のあり方
専門医制度、総合アレルギー医等

・診療ガイドラインに基づいた標準医療と均てん化の不充分さ

・研究費の減少
厚労科研費における採択（新奇性、先駆性、独創性）
ＡＭＥＤ（国立研究開発法人 日本医療研究開発機構）
症例集積研究、疫学、とくにコホート研究

・アレルギーの治療の主座が、大学病院→専門病院→
一般病院→クリニックへ（入院から外来へ）

・エビデンスのない不適切な医療の存在と、患者への正し
い医療情報の不足



目的
この法律は、アレルギー疾患を有する者が多数存在するこ
と、アレルギー疾患には急激な症状の悪化を繰り返し生じさせ
るものがあること、アレルギー疾患を有する者の生活の質が著
しく損なわれる場合が多いこと等アレルギー疾患が国民生活に
多大な影響を及ぼしている現状及びアレルギー疾患が生活環
境に係る多様かつ複合的な要因によって発生し、かつ、重症化
することに鑑み、アレルギー疾患対策の一層の充実を図るた
め、アレルギー疾患対策に関し、基本理念を定め、国、地方公
共団体、医療保険者、国民、医師その他の医療関係者及び学
校等の設置者又は管理者の責務を明らかにし、並びにアレル
ギー疾患対策の推進に関する計画の策定について定めるとと
もに、アレルギー疾患対策の基本となる事項を定めることによ
り、アレルギー疾患対策を総合的かつ計画的に推進することを
目的とする。

アレルギー疾患対策基本法（要旨）

（2014年6月成立、2015年12月施行）
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表7.アレルギー情報センター事業「アレルギーポータル」について

【基本指針】

○国は、関係学会等と連携し、アレルギー疾患の病態、診断に必要な検査、薬剤の使用方法、アレル
ゲン免疫療法（減感作療法）を含む適切な治療方法、重症化予防や症状の軽減の適切な方法並び
にアレルギー疾患に配慮した居住環境及び生活の仕方といった生活環境がアレルギー疾患に与え
る影響等に係る最新の知見に基づいた正しい情報を提供するためのウェブサイトの整備等を通じ、
情報提供の充実を図る。

【アレルギーポータルサイトの特徴】

○広く国民全体に正しい知見の普及を促すため、専門的な知見を有する日本アレルギー学会に補助
を行い、サイト構築・運営を実施
※本年度アレルギー情報センター事業予算を活用、補助先：日本アレルギー学会

○携帯端末での容易な検索、レイアウトやキャラクターなど、画面の見やすさを追求

主なコンテンツ
・各種アレルギーの説明（特徴、症状等）
・アレルギー対策（主に治療について）
・災害時の対応
・医療機関情報（専門医、拠点病院等）
・アレルギーの本棚
患者さん向けの冊子や医療従事者向けのガイドラインなど

・日本の取組
（法令、通知・取組、研修・講習会、研究）
・よくある質問

10月19日（金） Webオープン

※赤字は今後追加するコンテンツ



表15. 今後の主な検討課題

1. アレルギー医療の適確な提供体制
・中央拠点病院の機能
・地方拠点病院の機能
・クリニックとの連携

2. 良質で適確な情報提供
・ホームページ・・・学会との連携
・患者情報センター・・・患者会・拠点病院との連携

3. 人材育成
・養成課程におけるアレルギー領域の知識
・ガイドラインに準拠した最新技術の教育
・拠点病院における関係職種の卒後教育
・アレルギーに関わる職種の認定制度

4. 研究
・継続的・計画的な疫学研究の設定
・厚労科研、AMED等の研究費の大幅増額

拠点病院に併設？

（2017.6）



アレルギー疾
患対策基本法

（栗山原図 改西間）

図16. アレルギー疾患対策基本法に関わる職種・組織
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